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オーバースティ外国人妊産婦および児童の

母子保健・福祉に関する研究

全国福祉事務所における実態調査結果の分析より

李 節子 日暮 眞

　近年，本邦における「資格外就労者」，「不法滞在者」（以下オーバースティ）の問題はマスコミ等でも大

きく取り上げられ，社会問題化している状況がみられる。特に外国人母子の問題は，「無国籍」児の急増に

みられるように，無視できないものとなっている。しかし，その実態を把握するのは極めて困難で，全国的

な調査は，ほとんど行われていない。そこで，本研究は全国福祉事務所を対象とし，オーバースティ外国人

児童および妊産婦の現状を把握し，その母子保健・福祉上の問題点を明かにするとともに，今後の課題を検

討するものである。

　93年8月に全国福祉事務所に調査票を郵送した結果，562ヵ所から回答があった。その結果，以下のこと

が明かとなった。

　1)　オーバースティ外国人児童および妊産婦相談ケースは，対象福祉事務所の約1割にみられた。

　2)　相談ケースのあった対象福祉事務の約7割が，福祉事務所のできる範囲で対応・援助していた。

　3)　対象福祉事務所の約2割で，相談ケースの解決に個人ボランティア，NGO（民間機関）の協力を得

ていた。

　4)　児童の相談ケースでは3歳未満の乳幼児が約9割を占めていた。

　5)　妊産婦の問題として，「出産費用の問題」，「ビザ等の身分保障の問題」が多くを占めていた。

　6)　相談ケースの問題解決策として，「生活保護法」，「児童福祉法」，「母子保健法」に関する制度の適用

がみられた。

　7)　個別事例ケースが，全国からよせられた。福祉事務所での対応・援助のあり方が今後の検討課題であ

った。
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